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第１６号議案  

令和３年度伊奈町公共下水道事業会計予算 

 

 （総 則） 

第１条 令和３年度伊奈町公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１）処理区域内人口                   ３３，７７５人 

 （２）年間処理水量                 ４，１０４，４２５㎥ 

 （３）一日平均処理水量                  １１，２４５㎥ 

 （４）主な建設改良事業 

    管渠整備事業   事業費             １５，８４０千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 
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                  収        入 

第１款 下水道事業収益               ９４３，３７０千円 

第１項  営業収益                 ４８８，６７７千円 

第２項  営業外収益                ４５４，６９３千円 

支        出 

 第１款  下水道事業費用               ９００，１６３千円 

  第１項  営業費用                 ８１１，３３４千円 

  第２項  営業外費用                 ８７，８２９千円 

  第３項  予備費                    １，０００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対 

 し不足する額２３４，４３６千円は、当年度分消費税資本的収支調整額３，４８５千円、過年度分

損益勘定留保資金２２，８２５千円、当年度分損益勘定留保資金１７５，３３９千円、繰越利益剰

余金処分額５，７０２千円及び当年度利益剰余金処分額２７，０８５千円で補てんするものとす
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る。） 

                  収        入 

 第１款 資本的収入                  ２９０，４２３千円 

  第１項 企業債                   ２００，３００千円 

第２項 他会計補助金                 ５３，１２５千円 

第３項 負担金等                   ３６，７４８千円 

第４項 長期貸付金償還金                  ２５０千円 

                  支        出 

第１款 資本的支出                  ５２４，８５９千円 

第１項 建設改良費                  ３９，３０２千円 

第２項 企業債償還金                ４８５，３０７千円 

第３項 長期貸付金                     ２５０千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期限及び限度額は、次のとおりと定める。 
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事    項 期   間 限 度 額 
伊奈町水洗便所改造資金融資あっせん補助規

程に基づき、融資あっせんを受けた者が、銀

行等から借り受けた資金に対する損失補償 

令和３年度か

ら完済の日ま

で 

銀行等からの借入金が返済

されないときの元金及び利

子相当額 
 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 
起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

 
 
 
 
流域下水道事業 

千円 
 
 
 

22,300 

 
 
 

普通貸借 
又  は 
証券発行 

５．０％以内 
（ただし、利率見直し

方式で借り入れる政府

資金、地方公共団体金

融機構及び銀行等につ

いて利率見直しを行っ

た後においては、当該

見直し後の利率） 

政府資金については、そ

の融資条件により、銀行

その他の場合は、その債

権者と協定するところに

よる。ただし、企業財政

の都合により、据置き期

間及び償還期限を短縮

し、もしくは繰上げ償還

又は低利債に借換えるこ

とができる。 
資本費平準化債 178,000 〃 〃 〃 
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 （一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 営業費用、営業外費用及び特別損失間の流用 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以 

外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費  ３２，０１８千円 

 （他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業に充てるため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１３８，６２３

千円である。 

 （利益剰余金の処分） 

第１１条 繰越利益剰余金５，７０２千円及び当年度利益剰余金のうち２７，０８５千円は、資本的
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収入額が資本的支出額に対し不足する額の補てんに処分するものとする。 

 

令和３年２月２６日提出 

 

                                伊奈町長 大 島  清 



収　　入

３他会計補助金 85,498

令和３年度伊奈町公共下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

（単位：千円）

項　 目 予　定　額 備　　　考

手数料 21

２営業外収益

11,690２他会計負担金

１受取利息及び配当金 1

2,671

使用料

488,677

454,693

款

３その他営業収益 21

１下水道事業収

　益

１営業収益

１下水道使用料 485,985

２他会計負担金

11,690

85,498

2,671

943,370

485,985

預金利息 1
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収　　入

国庫補助金 71,251

他会計負担金 73,752

受贈財産評価額 179,603

受益者負担金 25,496

延滞金 1

1

支　　出

１営業費用

164,187 負担金

１下水道事業費

　用
900,163

款 項　

１管渠費 33,139 委託料・工事請負費他

２ポンプ場費

備　　　考予　定　額

３流域下水道管理費

（単位：千円）

目 予　定　額 備　　　考

811,334

（単位：千円）

款 項　 目

５長期前受金戻入 350,102

６雑収益 2

４補助金 7,400 国庫補助金 7,400

その他雑収益

22,623 委託料・動力費他



３予備費 1,000

１予備費 1,000

２消費税及び地方消費税 22,524

３雑支出 11

２営業外費用 87,829

１支払利息 65,294 建設企業債利息

６減価償却費 525,441 有形固定資産減価償却費他

４業務費 29,760 委託料・負担金他

５総係費 36,184 委託料・負担金他
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収　　入

　金

（単位：千円）

２他会計補助

１他会計補助金 53,125

53,125

４長期貸付金

１長期貸付金償還金 250

３負担金等 36,748

資本的収入及び支出

2,432

　償還金

１企業債

２他会計負担金 34,316

１受益者負担金

250

款 項　 目 予　定　額 備　　　考

１資本的収入 290,423

200,300

１その他の企業債 200,300



支　　出

３長期貸付金

１長期貸付金 250

250

１建設企業債償還金 485,307 建設企業債の元金償還

３リース債務の返済 962

２企業債償還金

２流域下水道建設負担金

（単位：千円）

款 項　 備　　　考目

１資本的支出

１建設改良費 39,302

受益者負担金システム

22,500 中川流域下水道建設負担金

取付管設置工事他

485,307

524,859

１管渠整備費 15,840

予　定　額
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2,211

△ 1

65,294

654

△ 14,400

284,336

43

△ 486

　　　当年度純利益

△ 65,294

219,043

1,885

△ 350,102

　　　　　小計

　　　利息の受取額 1

△ 1,499

　　　無形固定資産の取得による支出

　　　減価償却費

令和３年度伊奈町公共下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）

（単位：千円）

項　　　　　　　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　額
１　業務活動によるキャッシュ・フロー：

43,107

525,441

　　　未収金の増減額（△は増加）

　　　未払金の増減額（△は減少）

　　　賞与引当金の増減額（△は減少）

　　　長期前受金戻入額

　　　受取利息

　　　支払利息

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少）

△ 20,455

　　　法定福利費引当金の増減額（△は減少）

　　　利息の支払額

２　投資活動によるキャッシュ・フロー：

　　　有形固定資産の取得による支出

　　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　長期貸付金償還金による収入 250

　　　受益者負担金による収入

　　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 84,277



5,449

△ 962

△ 285,969

△ 15,293

20,742

　　財務活動によるキャッシュ・フロー

△ 485,307

51,633

200,300

　資金期首残高

　資金期末残高

　資金増加(減少)額

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

　　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　リース債務の返済による支出

３　財務活動によるキャッシュ・フロー：

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

　　　長期貸付金による支出 △ 250
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１　総　括

職員数（人）

特別職 一般職 報酬 給料 手当
賞与引当金
繰　入　額 計

10
(１) 4 160 17,487 7,404 2,069 27,120 4,444 454 32,018

10
(  )

6
213 20,192 8,089 2,555 31,049 4,371 1,953 37,373

0
(１)
△2

△ 53 △ 2,705 △ 685 △ 486 △ 3,929 73 △ 1,499 △ 5,355

  (   )内は短時間勤務職員の外書

（単位：千円）

給与費明細書

本年度

前年度

比　較

合計区　　　分
給　与　費

法　定
福利費

法定福利費
引　当　金
繰　入　額



手当の

内　訳

手当の

内　訳

比　　　較 0 0 △ 2,063 △ 1,484

前　年　度 600 0 4,479 3,190

本　年　度 600 0 2,416 1,706

区　　　分 時間外勤務手当 休日勤務手当 期末手当 勤勉手当

比　　　較 78 △ 131 0 △ 60 420

前　年　度 240 1,226 672 237 0

本　年　度 318 1,095 672 177 420

（単位：千円）

区　　　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 管理職手当
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区分 増減額

給料 △ 2,705 給与改定に伴う

増減分

昇給に伴う 194

増加分

その他の増減分 △ 2,899 人事異動に伴う増減分 職員数の異動状況

本年度 　 　5人　　　

前年度

増　減

平均昇給率　　　　　　１．０２％

　　 6人　　　

   △1人　　　

２　給料及び手当の増減額の明細
（単位：千円）

増減事由別内訳 説　　明 備　　　考



区分 増減額

手当 △ 685 制度改正に伴う

増減分

その他の増減分 △ 685 扶養手当 78

地域手当 △ 131

住居手当 0

通勤手当 △ 60

管理職手当 420

時間外勤務手当 0

休日勤務手当 0

期末手当 △ 570

勤勉手当 △ 422

（単位：千円）
増減事由別内訳 説　　明 備　　　考
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（１）　職員１人当たり給与

（２）　初任給

(円）

高　　校　　卒 160,100 160,100

大　　学　　卒 188,700 188,700

（単位：円）

区　　　　　分
企業職（行政職） 一般会計の制度

行政職    （円）

令和　２年１月１日現在

平均給料月額　（円） 280,160

平均給与月額　（円） 329,310

平均年齢　　　（歳） 38

令和　３年１月１日現在

平均給料月額　（円） 327,166

平均給与月額　（円） 401,243

平均年齢　　　（歳） 44

３　給料及び手当の状況

（単位：円）

区　　　　　　分
企業職

（行政職）



（３）　級別職員数

級

７級 (   ) 0 (   ) 0.0

６級 (   ) 0 (   ) 0.0

５級 (   ) 1 (   ) 25.0

４級 (   ) 1 (   ) 25.0

３級 ( 1 ) 2 (100） 50.0

２級 (   ) 0 (   ) 0.0

１級 (   ) 0 (   ) 0.0

計 ( 1 ) 4 (100) 100.0

７級 (   ) 0 (   ) 0.0

６級 (   ) 0 (   ) 0.0

５級 (   ) 0 (   ) 0.0

４級 (   ) 2 (   ) 33.0

３級 (　 ) 2 (　 ） 33.0

２級 (   ) 1 (   ) 17.0

１級 (   ) 1 (   ) 17.0

計 ( 　) 6 (   ) 100.0

  (   )内は短時間勤務職員の外書

令和　３年１月１日現在

令和　２年１月１日現在

区　　分
企業職（行政職）

職員数（人） 構成比（％）
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（級別の基準となる職務）

統括監の職務又は課長の職務又は 課長補佐の職務 係長の職務又は 主任の職務又は
これに相当する これに相当する 又はこれに相当 これに相当する これに相当する

主事の職務又は 主事補の職務
これに相当する 又はこれに相当

（４）　昇給

本
２号給　（人）

年 ４号給　（人）
号級数別内訳 ６号給　（人）

度 ８号給　（人）
　号給　（人）

前
２号給　（人）

年 ４号給　（人）
号級数別内訳 ６号給　（人）

度 ８号給　（人）
　号給　（人）

比率（Ｂ）／（Ａ）    （％） 100.0 100.0

5 5

昇給に係る職員数（Ｂ）　（人） 5 5

比率（Ｂ）／（Ａ）    （％） 100.0 100.0
職　員　数　　　（Ａ）　（人） 5 5

3 3

昇給に係る職員数（Ｂ）　（人） 3 3

区　　　分 合　　　計 企業職(行政職)
職　員　数　　　（Ａ）　（人） 3 3

企業職 ２級 １級
（行政職）

職務 する職務

職務 職務 する職務 職務 職務

区　　　分 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級



一般会計の制度 (1.175)    2.225     (1.175)    2.225 (2.350)   4.45 有

本年度

前年度 (1.175)    2.250     (1.175)    2.250 (2.350)   4.50 有

６月（月分）

(2.350)   4.45 有

職務の級等によ区　　　分

支給期別支給率

(1.175)    2.225     (1.175)    2.225

支給率計 職制上の段階、

備考

(    )内は再任用職員

１２月（月分）
（月　分）

る加算措置

（５）　期末手当・勤勉手当
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（６）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続 25年勤続 35年勤続 最高限度

の者（月分）の者（月分）の者（月分）　　（月分）

24.586875 33.27075 47.709 47.709 （2％～45％加算）

24.586875 33.27075 47.709 47.709 （2％～45％加算）

（７）　その他の手当

（支給率等）

定年前早期退職特例措置

休日勤務手当

管理職手当 同

時間外勤務手当 同

同

通勤手当

区　　　　分

扶養手当 同

住居手当

一般会計との制度の異同

同

地域手当 同

加算措置等

支給率等

の制度

一般会計 定年前早期退職特例措置

備考区分
その他の

同

差異の内容



期　間 金　額 期　間 金　額

平成3年度から令
和2年度

令和3年度から完
済の日まで

払義務発生予定額

伊奈町水洗便所改造資
金融資あっせん補助規
程に基づき、融資あっ
せんを受けた者が、銀
行等から借り受けた資
金に対する損失補償

事　　　　項 限　　度　　額

債務負担行為に関する調書

前年度末までの支払 当該年度以降の支
左の財源内訳

義務発生(見込）額

限度額に同じ

営業収益

銀行等からの借入金
が返済されないとき
の元金及び利子相当
額

限度額に同じ
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令和３年度伊奈町公共下水道事業予定損益計算書
    （令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

１　営業収益
441,804

2,671
21 444,496

２　営業費用
31,441

　 21,785
149,261

　 27,530
　 34,405
　 525,441 789,863
 △ 345,367

３　営業外収益    
 1

（２）他会計負担金 11,690
85,498

（４）補助金 7,400
（５）長期前受金戻入 350,102

 2 454,693
４　営業外費用  

65,294
925 66,219 388,474

43,107
43,107

0
43,107　　　当年度未処分利益剰余金

　　　当年度純利益

（２）雑支出

（６）雑収益

（３）他会計補助金

（６）減価償却費

（１）管渠費

（１）受取利息及び配当金

（１）支払利息

　　　前年度繰越利益剰余金

　　　経常利益

　　　営業利益

（単位：千円）

（１）下水道使用料

（３）その他の営業収益

（２）ポンプ場費

（４）業務費
（５）総係費

（２）他会計負担金

（３）流域下水道管理費



令和３年度伊奈町公共下水道事業予定貸借対照表

資産の部

1　固定資産

　　　イ　土　　　　　地 51,165

　　　ロ　建　　　　　物 219,082

　　　　　減価償却累計額 △ 15,774 203,308

　　　ハ　構　　築　　物 14,747,926

　　　　　減価償却累計額 △ 961,383 13,786,543

　　　ニ　機械及び装置 92,873

　　　　　減価償却累計額 △ 12,213 80,660

　　　ホ　工具器具及び備品 3,109

　　　　　減価償却累計額 △ 1,400 1,709

　　　ヘ　リース資産 4,680

　　　　　減価償却累計額 △ 787 3,893

14,127,278

　　　イ　施設利用権 714,958

714,958

　　　イ　出資金 190

190

14,842,426

２　流動資産

5,449

（令和４年３月３１日）

　　　無形固定資産合計

　　　固定資産合計

　　　投資その他の資産合計

（単位：千円）

（１）有形固定資産

　　　有形固定資産合計

（２）無形固定資産

（３）投資その他の資産

（１）現金預金
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56,556

△ 280 56,276

40

61,765
14,904,191

負債の部

３　固定負債

　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債（返済期限１年以上の企業債） 3,574,561

1,820

3,576,381

４　流動負債

　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債（返済期限１年未満の企業債） 480,423

50,057

962

　　　イ　賞与引当金 2,069

　　　ロ　法定福利費引当金 454

　　　引当金合計 2,523

40

534,005

５　繰延収益

　　　イ　国庫補助金 2,026,747

　　　　　収益化累計額 △ 141,868 1,884,879

　　　流動負債合計

（１）長期前受金

（３）その他流動資産

　　　流動資産合計
　資産合計

（１）企業債

（２）未払金

（４）引当金

（４）その他流動負債

（３）短期リース債務

（１）企業債

（２）長期リース債務

　　　固定負債合計

（２）未収金

　　　貸倒引当金



　　　ロ　他会計補助金 1,619,456

　　　　　収益化累計額 △ 123,758 1,495,698

　　　ハ　受益者負担金 869,086

　　　　　収益化累計額 △ 50,740 818,346

　　　二　受贈財産評価額 5,687,109

　　　　　収益化累計額 △ 359,206 5,327,903 9,526,826

9,526,826

13,637,212
資本の部

６　資本金

1,187,954

5,702

1,193,656

７　剰余金

　　　イ　他会計補助金 30,216

30,216

　　　イ　当年度未処分利益剰余金 0

0

43,107 43,107

43,107

73,323

1,266,979
14,904,191

　　　資本剰余金合計

　負債資本合計

（２）利益剰余金

　　　当年度純利益

　　　利益剰余金合計

　　　剰余金合計

　資本合計

（１）資本剰余金

　　　　　繰延収益合計

　負債合計

　　　繰越利益剰余金年度末残高

　　　資本金合計

（１）固有資本金

（２）組入資本金
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令和２年度伊奈町公共下水道事業予定損益計算書
    （令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

１　営業収益
439,706

2,600
21 442,327

２　営業費用
22,215

　 20,882
136,265

　 22,129
　 27,358
　 521,569
　 5,713 756,131
 △ 313,804

３　営業外収益    
 1

（２）他会計負担金 12,789
69,621

（４）長期前受金戻入 325,470
 2 407,883

４　営業外費用  
75,935

0 75,935 331,948
18,144

0 0

12,442 12,442 △ 12,442
5,702

0
　　　当年度純利益

　　　経常利益
（２）雑支出

　　　前年度繰越利益剰余金

６　特別損失
（１）その他特別損失

５　特別利益
（１）過年度損益修正益

（１）支払利息

（１）管渠費

（３）その他の営業収益

（２）ポンプ場費

（４）業務費
（５）総係費

（７）資産減耗費
　　　営業利益

（５）雑収益

（１）受取利息及び配当金

（２）他会計負担金

（３）流域下水道管理費

（３）他会計補助金

（６）減価償却費

（単位：千円）

（１）下水道使用料



5,702　　　当年度未処分利益剰余金
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令和２年度伊奈町公共下水道事業予定貸借対照表

資産の部

1　固定資産

　　　イ　土　　　　　地 51,165

　　　ロ　建　　　　　物 219,082

　　　　　減価償却累計額 △ 7,887 211,195

　　　ハ　構　　築　　物 14,733,526

　　　　　減価償却累計額 △ 479,857 14,253,669

　　　ニ　機械及び装置 92,873

　　　　　減価償却累計額 △ 5,608 87,265

　　　ホ　工具器具及び備品 3,109

　　　　　減価償却累計額 △ 700 2,409

　　　ヘ　リース資産 4,680

　　　　　減価償却累計額 0 4,680

14,610,383

　　　イ　施設利用権 722,439

722,439

　　　イ　出資金 190

190

15,333,012

２　流動資産

20,742

（令和３年３月３１日）

　　　無形固定資産合計

　　　固定資産合計

　　　投資その他の資産合計

（１）現金預金

（単位：千円）

（１）有形固定資産

　　　有形固定資産合計

（２）無形固定資産

（３）投資その他の資産



57,210

△ 237 56,973

40

77,755
15,410,767

負債の部

３　固定負債

　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債（返済期限１年以上の企業債） 3,864,844

2,808

3,867,652

４　流動負債

　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債（返済期限１年未満の企業債） 475,147

48,172

936

　　　イ　賞与引当金 2,555

　　　ロ　法定福利費引当金 1,953

　　　引当金合計 4,508

40

528,803

５　繰延収益

　　　イ　国庫補助金 2,026,747

　　　　　収益化累計額 △ 70,617 1,956,130

　　　流動負債合計

（１）長期前受金

　　　流動資産合計
　資産合計

（１）企業債

（２）未払金

（４）引当金

（４）その他流動負債

（３）短期リース債務

（２）未収金

　　　貸倒引当金

（３）その他流動資産

（１）企業債

（２）長期リース債務

　　　固定負債合計
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　　　ロ　他会計補助金 1,535,179

　　　　　収益化累計額 △ 50,006 1,485,173

　　　ハ　受益者負担金 866,875

　　　　　収益化累計額 △ 25,244 841,631

　　　二　受贈財産評価額 5,687,109

　　　　　収益化累計額 △ 179,603 5,507,506 9,790,440

9,790,440

14,186,895
資本の部

６　資本金

1,187,954

1,187,954

７　剰余金

　　　イ　他会計補助金 30,216

30,216

　　　イ　当年度未処分利益剰余金 0

0

5,702 5,702

5,702

35,918

1,223,872
15,410,767

　　　資本剰余金合計

　負債資本合計

（２）利益剰余金

　　　当年度純利益

　　　利益剰余金合計

　　　剰余金合計

　資本合計

（１）資本剰余金

　　　　　繰延収益合計

　負債合計

（１）固有資本金

　　　繰越利益剰余金年度末残高

　　　資本金合計



Ⅰ. 重要な会計方針に関する注記
1 固定資産の減価償却の方法

（1） 有形固定資産
・減価償却方法　　定額法による。
・主な耐用年数
　建物　　　　　　　  ５０年
　構築物　　　 　  　５０年
　機械及び装置　　　１０年～２０年

　 （2） 無形固定資産（リース資産を除く。）
・減価償却方法　　定額法による。
・主な耐用年数
　施設利用権　　　 ４５年

　 （3） リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。 5年

2 引当金の計上方法
（1） 退職給付引当金

（2） 賞与引当金・法定福利費引当金

（3） 貸倒引当金

3 消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

4 当年度利益剰余金の処分について
第１１条に定める当年度利益剰余金の処分については、次のとおりとする。
（1） 減債積立金　　　27,085千円

Ⅱ. 予定貸借対照表等に関する注記
1 賞与引当金・法定福利費引当金の取崩し

令和３年度において期末手当及び勤勉手当として4,122千円、これに係る法定福利費1,953千円を支給することとなったため、賞与引当金2,555千円、

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計上している。

注記

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額から、埼玉県市町村総合事務組合における積立金相当額を控除
した金額を退職給付引当金として計上する。伊奈町においては、当年度末における組合積立額（退職手当負担金累計額から退職手当支給金累
計額を控除した額）が、退職手当の要支給額を超過しているため、退職給付引当金を0として算定している。

職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に
属する額を計上している。
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法定福利費引当金1,953千円を取り崩した。
2 貸倒引当金の取崩し

令和３年度において下水道使用料を不納欠損することとなったため、貸倒引当金237千円を取り崩した。
3 企業債の償還に係る他会計の負担

予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担する
と見込まれる額は、336,923千円である。

Ⅲ. セグメント情報に関する注記
単一の事業を運営しているため、記載を省略している。

Ⅳ. 減損損失に関する注記
該当事項なし。

Ⅴ リース契約により使用する固定資産に関する注記
1 リース取引の処理方法

所有権移転ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

Ⅵ 重要な後発事象に関する注記
該当事項なし。


